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【今後の課題・取組】 

本県の社会減対策については、ＫＰＩの達成状況から取組に一定の進捗が見られるものの、基本目標

である転出超過数は目標とは大きなかい離があります。厳しい転出超過の状況を踏まえ、引き続き施策

を総動員して取組を進めるとともに、働く場の確保や働く場の魅力向上に資する効果的な対策を推進し、

移住の促進や若者の県内定着などの取組を加速することが必要です。 

 

伊勢志摩サミットでは、本県が有する日本らしい伝統・文化や美しい自然、豊かな食の魅力が広く発

信され、本県の知名度が飛躍的に向上しました。また「お伊勢さん菓子博 2017」では、三重県産食材を

使用して開発したお菓子の販売や工芸菓子の作成など新たなお菓子の可能性を実感する貴重な機会と

なり、県内の食関連産業の振興につながる県の魅力を広く発信することができました。今後も本県の魅

力を継続的に発信することで国内外から人を呼び込み、国際会議等ＭＩＣＥの誘致やインバウンドの拡

大、観光の産業化など、交流人口の拡大に繋げることが重要です。 

また、尾鷲ヒノキ林業、海女漁業と真珠養殖業が日本農業遺産に認定されたことを契機として、本県

の農林水産物の魅力を発信し、新たな需要の開拓や創出につなげることも重要です。 

もうかる農林水産を実現していくため、東京オリンピック・パラリンピックに向けて、その後の海外

展開なども見据え、首都圏をはじめ国内外における三重県産農林水産物の需要拡大を図る取組を推進す

る必要があります。 

本県の強みであるものづくり産業や成長産業の競争力を強化するとともに、他県との差別化を図る

「三重県らしさ」「三重県ならでは」を追求することで、産業の振興を図ることが重要です。 

 

これらの取組により魅力的な「働く場」を創出・拡大し、若者の県内定着やＵ・Ｉターン就職などへ

つなげる必要がありますが、単に「働く場」の量的拡大だけでなく、誰もが安心して働き続けられる

職場環境の整備や、ワーク・ライフ・バランスの推進など、「質」の向上に向け働き方改革を進める必

要があります。「働き方改革」の取組は生産性の向上や優秀な人材の確保、企業の競争力の強化にも繋

がることから、これらの取組を強化するとともに、本県が「働き方改革」に先行的に取り組んでいる

県であることを県内外へ積極的に情報発信することで、県内の就労促進につなげることが重要です。 

 

さらに、首都圏等の都市部において、地方への移住やＵ・Ｉターンのニーズが高まっていることから、

戦略的なプロモーションを新たに展開するとともに、一人でも多くの人に三重県を選んでいただけるよ

うに市町と一層緊密に連携し、さまざまな相談等にきめ細かく対応していく必要があります。 

 

加えて、地方創生の実現には高等教育機関の役割が重要であることから、これまでも県内高等教育機

関の支援を行ってきたところですが、学生の県外への流出が続いている現状や、国の「まち・ひと・し

ごと創生基本方針 2017（案）」において地方創生に資する大学の改革推進が位置付けられたことを踏ま

え、地域のニーズに応じた特色や強みを発揮して高等教育機関の魅力向上を図り、学生を惹きつけ、若

者の県内定着につなげるため、関係機関と連携して取り組む必要があります。 

 

なお、「三重県まち・ひと・しごと総合戦略」のうち「７．基盤づくり～自然減対策および社会減対

策を支えるベース～」に位置付けられている基盤整備の取組については、新名神高速道路や東海環状自

動車道の整備が進んでいるとともに、リニア中央新幹線の整備が開業に向けて新たなステージに入りま

した。これらを新たなチャンスととらえ、社会インフラの整備効果を最大限に発揮するための方策を検

討することが重要です。 
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また、市町教育委員会や学校における全国学力・学習状況調査結果等の公表促進により、学校・家庭・

地域が一体となった学力向上の取組を一層推進します。      （教育委員会・施策番号 221） 

・ 各高等学校におけるキャリア教育プログラムの策定を支援することで、生徒の社会的・職業的自立に

向けた取組の推進を図ります。また、高等学校のインターンシップやデュアルシステムを拡充するた

めに、商工会議所等との連携や受入事業所への感謝状贈呈を引き続き行います。さらに、生徒と事業

所の担当者が就職に関する情報を直接交換する合同就職相談会等を実施し、就職未内定者の個別の状

況に応じた就職支援を行うとともに、計画的に就職活動を行うことが困難な生徒や障がいのある生徒

等への就職支援を進めます。               （教育委員会・基本事業番号 22103） 

・ 各校で作成した元気アップシートの取組を推進するため、市町教育委員会と連携し、元気アップコー

ディネーターの学校訪問による指導・助言を行います。また、教員を対象とした研修等を通じて、子

どもたちが運動の楽しさや達成感を味わうことができるよう、体力向上に向けた授業の改善に取り組

みます。さらに、就学前から運動習慣を定着させていくことを目的として、幼稚園教諭や保育士等を

対象とした研修会を開催します。                 （教育委員会・施策番号 223） 
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平成 29年３月、ニューヨークで開催された 

商談会に、海外への輸出に意欲的な県内茶 

生産者４名が参加し、伊勢茶のプロモーショ 

ンを実施しました。３日間で 50社以上の 

バイヤーとマッチングを行い、具体的な商 

談につなげることができました。 

 

・ 米国への伊勢茶の販路開拓に向け、バイヤー招へいによる産地視察（６件視察）やニューヨークの大

規模展示商談会におけるＰＲ機会の提供（３社参加）などに取り組み、輸出に向けた商談機会の創出

につながりました。今後は、ＧＡＰ認証取得の促進等により、輸出に取り組む生産者を拡大するとと

もに、引き続き、伊勢茶の魅力発信やマーケティング調査などの取組を進める必要があります。また、

東京オリンピック・パラリンピックに向け、伊勢茶の首都圏における知名度向上を図る必要がありま

す。                            

 （農林水産部・施策 312） 

・ 畜産経営の競争力強化を図るため、高収益型畜産連携体を育成(新規４連携体)するとともに、地理的

表示(ＧＩ)の保護が受けられるよう、特産松阪牛の登録を促進しました（平成 29年３月登録）。また、

肥育素牛の県内生産体制の構築に向け、研修会などの開催や新規取組農家への助成等に取り組み、繁

殖雌牛の増頭(112頭)を進めるとともに、地鶏等の生産性向上に向け、新系統の交配に取り組んでい

ます。引き続き、収益性の高い経営体の育成や生産コストの低減、畜産物のブランド力向上に取り組

むとともに、東京オリンピック・パラリンピックを契機に、海外および首都圏をターゲットとして、

特徴のある高品質な畜産物の生産体制整備を進める必要があります。  （農林水産部・施策 312） 

・ 雇用力等のある法人経営体の育成に向け、農業者団体や経営の専門家、金融機関、行政等を構成員と

する「三重県農業法人化支援協議会」を設置して、専門家の派遣や研修会の開催等に取り組み、法人

化実績は累計 462経営体（平成 28年度新規 27経営体）と着実に増加しています。今後、税務上の課

題への対応や就労条件の整備等を促進することで、法人化をさらに進めていく必要があります。  

                             （農林水産部・施策 312） 

・ 県産材の需要拡大を図るため「三重の木」認証事業者が連携して行う「三重の木」等をＰＲする取組

への支援や、関係事業者のネットワーク化に向けた研修会の開催、輸出用原木の選別・仕分けに対す

る支援などに取り組みました。また、伊勢志摩サミットにおいて高い評価を受けた尾鷲ヒノキが「日

本農業遺産」に認定され、その伝統的林業の価値が改めて評価されました。住宅の着工戸数の減少が

予想される中、木材の最も価値の高い部分であるＡ材について、建築用途へのさらなる利用拡大、美

しい木目や色艶を生かした内装材や家具への利用促進、原木より付加価値の高い製品での輸出促進な

ど新たな需要拡大を進める必要があります。             （農林水産部・施策 313） 

・ 国内外における県産水産物の販路拡大を図るため、首都圏において、飲食店オーナーやメディアを対

象に「マハタ」や「イセエビ」をテーマとした情報発信イベントを開催しました。また、９月からバ

ンコクの飲食店向けに県産マガキの輸出が始まるなど、県産水産物の海外販路の拡大に取り組みまし

た。引き続き、他の県産水産物についても恒常的な輸出が実現するよう取組を進める必要があります。

加えて、世界に県産水産物の魅力が発信された伊勢志摩サミットのレガシーを生かしながら、東京オ

リンピック・パラリンピックも見据え、首都圏や海外への県産水産物の販売を拡大していく必要があ

ります。                                 （農林水産部・施策 314）                            
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・ アワビの放流効果検証や赤ナマコの量産技術の開発に取り組むとともに、「海女もん」商品の加工に

係る研修の実施など海女の収入向上に向けた取組等を支援しました。今後は、これらの取組に加え、

海女漁獲物の品質向上に係る研修を実施する必要があります。また、海女漁業と真珠養殖業が「日本

農業遺産」の認定を受けました。認定を契機として、地域とともに海女漁業や真珠養殖業の持続的な

発展に取り組むことが必要です。さらに、女性の活躍促進のため、三重外湾漁協女性部の立ち上げ支

援に取り組みました。今後は、水産業に携わる女性たちの活動を発展させる必要があります。 

                               （農林水産部・施策 314） 

・ 中山間地域等において農業を起点とした雇用を創出するため、道の駅の直営農場における野菜生産と

観光ブルーベリー園開設に向けた取組や、柑橘生産法人における不採算園地の加工用セミノール園地

への転換と台湾等への輸出拡大に向けた取組など、地域の農業法人を核とした雇用環境の整備等をプ

ロジェクトとして支援し、８地域で雇用創出モデルを構築しました。引き続き、モデルプロジェクト

に対する総合的な支援を展開するとともに、中山間地域等における担い手の確保に向け、取組集落を

拡大していく必要があります。                  （農林水産部・施策 253） 

・ 地域の実情に応じた中小企業・小規模企業振興を具体的かつ計画的に推進するため、地域毎に設置し

た「みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会」、実務者で構成する分科会及び課題別ワーキンググ

ループにより、中小企業・小規模企業が抱える課題の把握、地域における解決策の検討等に取り組み

ました。８月には県内５地域で同協議会を開催し、主に「創業・第二創業の促進」（全地域）、「人材

の確保」（北勢地域）、「地域資源の活用」（中南勢地域）、「ポストサミットの取組」（伊勢志摩地域）、

「関西販路開拓（農商工連携を含む）」（伊賀地域）、「地域外への販路開拓」（東紀州地域）について、

今後の取組に関する意見交換を行いました。また、テーマ毎のワーキンググループを 13回開催する

とともに、地域発の具体策を支援する中小企業・小規模企業地域課題解決プロジェクト支援事業費補

助金を２件採択しました。今後は、協議会の意見を反映した施策の展開や、ワーキンググループ活動

の活発化をさらに進めるとともに、三重県中小企業・小規模企業振興条例の趣旨・目的や同条例に基

づく支援施策等のＰＲ方法を改善する必要があります。         （雇用経済部・施策 321） 

・ 中小企業・小規模企業の自主的な経営向上の取組を支援するため、県内５地域に地域インストラクタ

ーを配置し、商工団体の経営指導員等と連携して、「三重県版経営向上計画」の作成支援を行い、新

たに 392件（累計 851件）を認定するとともに、認定後のフォローアップを行いました。今後は、商

工団体の経営指導員等が主体となって個々の企業の成果把握と県及び公益財団法人三重県産業支援

センターとの情報共有を行うとともに、「三重県版経営向上計画」の普及、策定支援、認定後のフォ

ローアップに取り組むことが必要です。               （雇用経済部・施策 321） 

・ 商工会、商工会議所、中小企業団体中央会等の商工団体や公益財団法人三重県産業支援センターと連

携して、中小企業・小規模企業の経営の安定及び向上等に取り組みました。また、小規模企業に寄り

添った支援を実施できる体制の充実を図るため、平成 28 年度から、商工会、商工会議所に「経営支

援員」を新たに創設しました。現在、国から 20商工会、10商工会議所の経営発達支援計画が認定さ

れているところであり、引き続き、経営発達支援計画の認定を受けていない商工団体に対して認定申

請を促すとともに、小規模企業に対してきめ細かな支援が行えるようさらなる体制の充実を図る必要

があります。                           （雇用経済部・施策 321） 

・ 「みえ食の産業振興ビジョン」に基づく取組を推進するため、庁内関係課長等で構成する推進会議に

おいて、各部局が実施する関連施策の情報共有や今後の施策立案に向けた協議を実施しました。さら

に、食関連分野に知見のある外部有識者で構成するアドバイザリーボードからの助言・提言もふまえ、

伊勢志摩サミットのレガシー（資産）を生かし、県内食関連産業のさらなるステージアップを図って

いくため、同ビジョンの改訂を行いました。今後は、改訂した同ビジョンに基づき、ポストサミット
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の取組を推進し、食関連産業のステージアップを図っていく必要があります。  

（雇用経済部・施策 323） 

・ 国内外の市場の獲得をめざして、多様な連携活動を促進するためのテーマ別の勉強会や商品戦略の企

画立案能力を向上させるための研修会を開催するとともに、県内各地域の多様な食の魅力について、

ポータルサイト等を通じて情報発信を行いました。また、海外への販路拡大をめざす事業者に対して、

三重県版経営向上計画を活用して支援を行ったほか、台湾及びタイに設置した現地アドバイザーによ

るサポートなどを実施しました。今後も、国内外における新たな販路や消費の拡大に向けた事業者の

取組が戦略的に展開できるよう、支援していく必要があります。    （雇用経済部・施策 323） 

・ 県産品の輸出促進を目的に、台湾及びタイで開催された国際見本市への県内事業者の出展を支援しま

した。引き続き、国や独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）などの関係団体と連携し、県産品

の海外販路開拓に向けた取組を推進していく必要があります。     （雇用経済部・施策 323） 

          （雇用経済部・施策 325） 

・ 外資系企業の誘致に向けて、国や独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）など関係機関と連携し、

国内外において本県のビジネス環境の優位性などについて情報発信を行いました。また、「外資系企

業ワンストップサービス窓口」や「三重県外資系企業誘致推進会議」の設置など、外資系企業誘致に

係る体制の整備や、外資系企業に対する補助制度の拡充（オフィス開設に係る費用に対する補助を創

設）を行いました。これらの取組や従前からの継続的な誘致活動の結果、外資系企業３社の県内進出

が実現しました。地方への外資系企業の誘致は国内企業の誘致以上に難しく、地域が一体となって誘

致する必要があることから、引き続き、関係機関と連携しながら、外資系企業の誘致に取り組む必要

があります。                              （雇用経済部・施策 325） 

・ 県内企業の再投資や事業拡大に向けた操業環境の向上を図るため、市町など関係機関と連携し、規

制の合理化や法手続きの迅速化などに取り組みました。平成 28年度については、県内企業と規制に

関する勉強会を開催し、課題の解決に向けた検討を行うなど５件の取組を進めました。また、新た

な産業用地の確保に向けて関係市町と意見交換を進めるなど、引き続き、関係機関と連携しながら、

操業環境の向上に向けた取組を進めていく必要があります。         （雇用経済部・施策 325） 

航空宇宙産業や食関連産業など成長産業への 

投資や、マザー工場化、研究開発施設など高付 

加価値化につながる投資を促進しました。また、 

ものづくり基盤技術の高度化や付加価値の高い 

サービスの提供などに取り組む中小企業・小規 

模企業の設備投資を促進（中小企業高付加価値 

化投資促進補助金）しました。平成 28年度に 

ついては、投資額は 4,535億円、立地件数は 

176件となりました。引き続き、企業投資促進 

制度の活用やワンストップサービスの提供など 

により、県内への新規立地や県内企業の再投資 

を促進していく必要があります。                                 
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・ 24 時間稼働で、アジア市場への翌日配送が可能な沖縄国際物流ハブを活用してアジアへ県産品を輸

出する事業者を対象に、輸送費支援及び商談フォローアップ支援を行うことで、県産品のアジア市場

への販路拡大と県内中小企業・小規模企業等の海外展開を支援しました。引き続き、県内中小企業・

小規模企業等が沖縄国際物流ハブを活用し、円滑な海外展開を行えるよう取組を展開していく必要が

あります。                            （雇用経済部・施策 331） 

 

・ 平成 28 年３月に設立した官民一体の組織「みえ観光の産業化推進委員会」において、三重県観光キ

ャンペーンの取組で得た成果を生かし、「観光の産業化」の推進、「日本版ＤＭＯ」創設に向けた取組、

受入体制のさらなる充実・強化、マーケティングに基づくプロモーションの４つの視点で事業を展開

することにより、三重県観光の質を高め、観光の産業化を推進し、観光消費額の増加につなげる取組

を進めました。                           （雇用経済部・施策 332） 

・ 本県への旅行目的で大きなウエイトを占め、伊勢志摩サミットで世界の首脳やメディア等を魅了した

三重の「食」をテーマに、平成 28 年６月 30 日から「みえ食旅パスポート」を実施しました。また、

県内事業者等と連携したコラボ版パスポートの発給により、地域の“稼ぐ力”を引き出す展開を図っ

ており、「みえ食旅パスポート」とコラボ版パスポートの発給総数は、約 19 万３千部に達しました。

今後、パスポート利用者の周遊性・滞在性のさらなる促進と地域の消費喚起・拡大につなげるため、

「コアな三重ファン」のさらなる増加に向けた取組や、20 代・30 代の若年層をターゲットにした取

組などに注力する必要があります。                 （雇用経済部・施策 332） 

・ 「日本版ＤＭＯ」創設に向けた取組では、平成 28年７月に株式会社Ｖｅｒｄｅ大台ツーリズム、８

月に伊勢まちづくり株式会社、一般社団法人鳥羽市観光協会、一般社団法人志摩スポーツコミッショ

ン、平成 29年１月に菰野町観光協会が日本版ＤＭＯ候補法人として登録されました。また、全県域

を対象とする地域連携ＤＭＯに求められる機能や役割について、みえ観光の産業化推進委員会内に設

置した「全県ＤＭＯ検討部会」の中で協議を進めました。今後、各法人と一体となって、各法人の自

主財源となる収益事業のモデル構築に向け、客観的データを活用しながら地域資源を生かした展開を

図るとともに、県内各地の観光地づくりを推進するために必要な「全県的な役割・機能（全県ＤＭＯ）」

について、平成 28年度の協議結果をふまえ、引き続き同部会で検討を進め、その役割と機能を発揮

できる体制づくりを行う必要があります。               （雇用経済部・施策 332）                       

観光庁の宿泊旅行統計調査によると、平成 

28年の三重県の宿泊者数は約 1,003万人 

（速報値）となり、現在の統計基準になっ 

てから過去最高を記録した平成 25年（神宮 

式年遷宮の年）を越え、初めて 1,000万人 

を突破し、過去最高となりました。 
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平成 29年３月 14日、日本農業遺産 

として「鳥羽・志摩の海女漁業と真 

珠養殖業－持続的漁業を実現する里 

海システム－」及び「急峻な地形と 

日本有数の多雨が生み出す尾鷲ヒノ 

キ林業」の２件が認定されました。 

これを契機として、今後もそれぞれ 

の魅力発信に取り組み、新たな需要 

の開拓や創出につなげていきます。 

 

開に向けた国際的な取引等を見据え、ＧＡＰなどの認証を取得した農産物の供給体制の整備や認知度

向上のためのプロモーションなどに取り組みます。          （農林水産部・施策 312）                        

・ 水田の有効活用を推進するとともに、平成 30 年産からの米政策見直しへの円滑な対応を図るため、

県が参画する「三重県農業再生協議会」において対応方針等の協議を進め、生産者等への周知に取り

組みます。また、各市町段階で策定された「水田フル活用ビジョン」に基づき、需要に応じた、米・

麦・大豆・飼料用米等の生産を進めます。需要の堅調な麦・大豆の生産拡大を図るため、小麦品種「あ

やひかり」の導入促進や収量安定化技術の普及に取り組みます。    （農林水産部・施策 312） 

・ 輸出を見据えた売れる茶づくりに向け、米国の残留農薬基準に対応する防除方法の確立や「伊勢茶ト

レーサビリティシステム」の普及拡大によるＧＡＰ認証の取得を推進するとともに、海外展示会への

出展や機能性商品の研究・開発などに取り組みます。また、伊勢茶の首都圏における知名度向上に向

け、高級ホテルやレストランをターゲットとして、県茶業関係団体の協力などを得ながらプロモーシ

ョンを展開します。                        （農林水産部・施策 312） 

・ 畜産経営の競争力強化を図るため、畜産農家を核とし、耕種農家や関連事業者等が連携する高収益型

畜産連携体の育成を進めます。また、東京オリンピック・パラリンピックを契機に、特徴のある高品

質な畜産物の供給体制を構築するため、繁殖雌牛の増頭や和牛繁殖技術の向上などを図り、和牛繁殖

基盤の強化につなげるとともに、地鶏等の生産性およびブランド力向上、エコフィード等の生産・給

与技術の開発・普及、日本版畜産ＧＡＰ等認証制度の取得推進などに取り組みます。 

（農林水産部・施策 312） 

・ 雇用力のある法人経営体を育成するため、新たに設置した「三重県農業法人化支援協議会」を中心と

して、経営の高度化を図る研修会を開催するとともに、税理士、中小企業診断士、社会保険労務士等

経営支援スペシャリストの派遣等に取り組み、経営上の課題解決を図ります。 

（農林水産部・施策 312） 

・ 県産材の需要拡大に向けて、製材工場や工務店、建築士等からなる「三重の木」の住宅建築を促進す

るためのネットワークづくりを進めるとともに、首都圏など大消費地での販路開拓や公共建築物への

利用促進などに取り組みます。また、「日本農業遺産」の認定を契機とした尾鷲ヒノキの魅力発信や

ブランド価値の向上とともに、東京オリンピック・パラリンピック関連施設などへの森林認証材等の

利用促進や県産材の輸出など、Ａ材を中心に新たな需要の開拓や創出に取り組みます。 

                             （農林水産部・施策 313） 
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・ 東京オリンピック・パラリンピックへの食材供給を見据え、食材調達基準を満たす認証制度の取得を

めざす事業者を支援するとともに、東京オリンピック・パラリンピック用食材を取り扱う首都圏の流

通業者等を対象に持続可能性に配慮した県産水産物の販売促進に取り組みます。また、海外での三重

県フェアや飲食店シェフ等への営業活動によって、県産水産物の評価が高まっていることから、引き

続き、海外バイヤーとの商談機会の創出など県産水産物の恒常的な輸出の促進に取り組みます。 

                               （農林水産部・施策 314） 

・ 日本農業遺産に登録され、女性が活躍する漁業形態としても重要な海女漁業を将来に残していくため、

その文化や漁獲物の魅力を発信するなど、地域への集客・交流を促進する取組や、「海女もん」商品

の品質向上に関する研修会の開催やクロアワビの資源増大など、海女漁獲物の販売拡大につながる取

組を支援し、海女の収入向上に努めます。              （農林水産部・施策 314） 

・ 中山間雇用創出モデルの成果を他地域に拡大していくため、地域活性化プランの策定による新たな就

業機会創出につながる基礎的な取組（新規プロジェクト）を「地域活性化プラン支援チーム」により

重点的に支援します。                                           （農林水産部・施策 253） 

・ 県内５地域に設置した「みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会」において、引き続き中小企業・

小規模企業の振興や課題の把握及び解決策の検討等を行うとともに、条例の趣旨・目的や条例に基づ

く支援施策等について、中小企業・小規模企業や関係団体をはじめ、県民に対して広く周知するため、

金融機関に加え、税理士会、中小企業診断協会等と新たに連携するなど、ＰＲ方法を改善します。ま

た、同協議会を通じて、施策の改善につながった事項やワーキンググループの活動における他地域の

取組を情報共有することで、地域課題解決のための具体策の企画・検討を充実させ、ワーキンググル

ープ活動の一層の活発化につなげていきます。            （雇用経済部・施策 321） 

・ 商工団体及び公益財団法人三重県産業支援センターと連携して、「三重県版経営向上計画」について、

県内中小企業・小規模企業への一層の普及を図るとともに、同計画の策定を引き続き支援します。ま

た、認定企業に対しては、計画の進捗状況を把握し、計画の実現に向けたアフターフォローを行うな

ど、経営向上に向けた支援に取り組みます。なお、今後は、商工団体の経営指導員等が主体となる推

進体制に移行します。                       （雇用経済部・施策 321） 

・ 中小企業・小規模企業のニーズや課題に対応するため、引き続き、関係機関との情報共有を一層進め

るとともに、商工団体や公益財団法人三重県産業支援センターの取組への支援を通じて、中小企業・

小規模企業に対するきめ細かな支援体制の充実を図ります。      （雇用経済部・施策 321） 

・ 食関連産業のステージアップに向けて、アドバイザリーボードからの助言・提言をふまえ、関係部局

と連携を図りながら販路開拓支援、情報発信、人材育成等の施策を体系的に推進します。 

     （雇用経済部・施策 323） 

・ 伊勢志摩サミットで高まった「みえの食」の認知度を生かし、国内外の市場の獲得を進めるため、県

内事業者の商品戦略の立案や海外への販路拡大に対する支援、地域の総合力を生かしたローカル・ブ

ランディングの推進、食に関する事業者等の多様な連携等を支援します。 

（雇用経済部・施策 323） 

・ 海外へ販路開拓を行う事業者に対して、アジアを中心に、国際見本市への出展を支援するとともに、

国や独立行政法人日本貿易振興機構(ジェトロ)などの関係団体と連携し、商談機会を創出します。 

    （雇用経済部・施策 323） 

・ 企業投資促進制度の活用やワンストップサービスの提供などにより、成長産業への投資や、マザー工

場化、研究開発施設など高付加価値化につながる投資を促進するとともに、ものづくり基盤技術の高

度化や付加価値の高いサービスの提供などに取り組む中小企業・小規模企業の設備投資を促進します。                            

（雇用経済部・施策 325） 
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・ ジェトロ、ＧＮＩ（グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ）協議会、三重県外資系企業誘致推進会議

など関係機関との連携を密にするとともに、外資系企業を対象としたセミナーの開催や、外資系企業

訪問キャラバン（集中訪問）を実施するなど、外資系企業の誘致に取り組みます。特に、外資系企業

の誘致にあたっては、県内に立地する企業情報などの操業環境や、従業員の生活環境面のサポートな

どが投資決定の要因となることから、外資系企業やジェトロ等のキーパーソンに対してダイレクトに

本県の情報を提供するなど、情報発信機能の充実を図ります。          （雇用経済部・施策 325）       

・ 規制の合理化や法手続きの迅速化に関する課題の掘り起こしに向けた企業からの聞き取りを継続的

に行うとともに、新たな産業用地の確保に向けて関係市町と意見交換を行うなど、引き続き、操業環

境の向上に向けた取組を進めます。                 （雇用経済部・施策 325） 

・ 県産品を輸出する県内中小企業・小規模企業等が沖縄国際物流ハブを活用して、円滑な海外展開等を

実施できるよう、引き続き、国内外で商談のフォローアップ等に取り組んでいきます。 

        （雇用経済部・施策 331） 

・ 平成 28 年度に「みえ観光の産業化推進委員会」において取り組んだ、「観光の産業化」の推進、「日

本版ＤＭＯ」創設に向けた取組、受入体制のさらなる充実・強化、マーケティングに基づくプロモー

ションの各事業の成果と課題をふまえ、取組の選択と集中を図るとともに、多様な事業者との連携に

より民間活力を積極的に活用し、それぞれの取組をさらに進化させ、観光消費額の増加につなげます。 

                            （雇用経済部・施策 332） 

・ パスポート利用者の行動データ等をはじめ、国の観光統計や近年の旅行者トレンドなどさまざまなデ

ータを活用することにより、若年層などターゲット毎の特性をふまえた戦略的な利用促進プロモーシ

ョンを展開するとともに、さまざまな企業等とのコラボ版パスポートを展開するなど、地域の“稼ぐ

力”を引き出す展開を図り、本県へのさらなる誘客促進と、地域の消費喚起・拡大に確実につなげま

す。                               （雇用経済部・施策 332） 

・ 国、県、事業者等が所持するデータの分析結果等を、地域ＤＭＯ候補法人等に提供できる仕組みづく

りや、地域の調整等を担うリーダー人材の育成、データ分析により得られた結果に基づきテーマ性や

ストーリー性のある広域的なモデル事業の展開を図ることで、本県の持続可能な観光地域づくりを推

進するための基盤を整備します。                  （雇用経済部・施策 332）  
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・ 水産業・漁業を支える担い手を確保・育成するため、大学生等を対象とした漁業インターンシップの

実施や漁師塾の実施地区拡大などに取り組みます。          （農林水産部・施策 314） 

・ 将来の県内食関連産業を担う人材の育成に向け、事業者や教育機関等と連携し、県内食関連産業が求

めている人材像の把握や教育機関の取組状況の調査等を行い、これらの結果を基に「食の人材」の育

成に今後求められる取組について検討を進めます。          （雇用経済部・施策 323） 

・ 食・観光に関わるサービス産業の企業経営を担う次世代の人材を対象に、｢おもてなし経営｣に関する

在職者向け連続講座を実施するとともに、質の高いサービスを提供している事業者への派遣研修を実

施し、各受講者が受講内容をふまえた職場内ＯＪＴに取り組むことにより、ホスピタリティ人材の育

成・確保及びサービス産業の高付加価値化につなげます。       （雇用経済部・施策 323） 
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平成 28年６月１日現在の県内民間企業に 

おける法定雇用率達成企業の割合は 60.8％ 

（対前年比 5.1ポイント増）となり、都道 

府県別では全国１位の伸びでした。また、 

障がい者の実雇用率は、2.04％となり、法 

定雇用率の 2.0％を初めて超えることがで 

きました。 

（全国 47位（平成 25年度）から全国 

20位（平成 28年度）にアップ） 

 

 

 

・ また、県内企業・団体等で構成する「女性の大活躍推進三重県会議」への加入促進や女性活躍推進法

に規定する事業主行動計画の策定支援等に取り組んだ結果、活動指標の大幅な伸びなど大きな成果を

得ることができました。しかしながら、実際は女性のロールモデルが少ないなどの課題があり、女性

活躍推進のさらなる機運醸成を図っていく必要があります。   （環境生活部・基本事業 21203）                                        

・ 「障害者雇用率改善プラン 2016」（平成 27年 11月策定）に基づき、三重労働局など関係機関との連

携強化を図りながら、障がい者雇用に関する取組を進めました。 

今後も、働きたいという思いを持つ障がい者が、一人でも多く、いきいきと働くことができるよう、

企業における障がい者雇用の課題等の把握に努め、関係機関と連携し、障がい者雇用を促進する必

要があります。                           （雇用経済部・施策 342） 

・ 平成 26年 12月にオープンしたステップアップカフェ「Ｃｏｔｔｉ菜（こっちな）」の総来店者数は、

平成 29年３月末で６万３千人を超えました。職場実習としては、平成 28年度は５人の実習生を受け

入れました。障がい者就労支援事業所で作られた商品が店頭で展示されたことをきっかけとして誕生

した、三重県の手作りブランド「Ｍ．Ｉ．Ｅ(ミー)」の商品が、伊勢志摩サミットにおいて配偶者へ

の贈呈品として採用されました。また、平成 28年 12月にはステップアップ大学を開校し、ステップ

アップカフェの場を活用した新たな交流の取組を始めました。加えて、「三重県障がい者雇用推進企

業ネットワーク」については、196社に登録していただいており、９月及び３月には、伊勢市及び津

市の企業において企業見学会を開催（県内企業等 32社（団体）から 45名参加）し、職場見学や意見

交換等を行いました。12月には、四日市市及び松阪市において、「三重県『産・福・学』障がい者雇

用情報交流会」を開催（企業、福祉、特別支援学校の関係者等 94名参加）し、情報交換等を行いま

した。引き続き、ステップアップカフェの存在やその機能を企業や県民の皆さんに広く周知し、活用

していただくとともに、企業の主体的な取組を促進するため、企業ネットワークの活動を通じて、企

業間における情報交換や交流などを支援する必要があります。      （雇用経済部・施策 342） 

・ 「働き方改革」を進めるため、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組む企業５社に対して、専門

家派遣によるコンサルティングを行うとともに、２月に成果発表会を開催したところ、各企業がそれ

ぞれの課題を認識し、それを克服するために工夫することで、従業員のワーク・ライフ・バランスの

向上や生産性向上につながっている状況が報告されました。これまでの県内での取組の紹介もあわせ

て行ったところ、地域社会全体で「働き方改革」を推進していこうとする本県の取組に関して、県内

外の参加者から評価をいただきました。また、「男女がいきいきと働いている企業」として 53社を認

証し、うち４社を表彰するなど、優れた取組事例を広く紹介するとともに、労使団体と連携して、「働

き方改革」に関する企業人事担当者向けセミナーを 11月に開催（参加者 44名）するなど、県内企業



















61 
 

「三重まるごと自然体験構想」推進の一環とし 

て、県民の皆さんが、県内の豊かな自然に触れ 

てもらうきっかけづくりの場を提供するため、 

平成 29年 3月に「三重まるごと自然体験フェア」 

を、メッセウィング・みえで開催し、家族連れ 

を中心に 2,500名が参加しました。 

 

 

 

・ 伊勢志摩国立公園が、環境省の進めている国立公園満喫プロジェクトの先導的モデルとして選定さ

れ、９月に設立した「伊勢志摩国立公園地域協議会」において、国立公園を世界水準のナショナル

パークにしていくための計画である「伊勢志摩国立公園ステップアッププログラム 2020」を 12月

に策定しました。また、３月には、地域住民のナショナルパーク化に向けた機運を醸成するため、

伊勢志摩地域の各市町において「ナショナルパーク化キャラバン」を開催しました。官民が一体と

なって、伊勢志摩国立公園の自然の魅力を確実に継承していくとともに、エコツーリズムなどを推

進していくことにより集客・交流の拡大を図る必要があります。   （農林水産部・施策 153）    

・ 自然体験の推進に関しては、三重まるごと自然体験ネットワーク（142団体）を立ち上げ、アウト

ドア企業と連携しながらネットワーク会員とともに都市圏等でのＰＲを行ったほか、体験プログラ

ム充実に向けた研修派遣（27 名）や新しい自然体験プログラムづくり（５件）を支援しました。

地域資源を活用したビジネスの取組拡大と集客力向上に向けては、全６回の起業者養成講座（修了

者９名）を実施するとともに、「いなか旅のススメ 2016」を活用し県内を中心に情報発信しました。

今後、自然体験の推進については、新しい観光ニーズに対応するためのノウハウの共有や誘客につ

ながる効果的な情報発信が必要です。地域資源ビジネスの取組拡大については、より起業意識の高

い人材の参加を得るとともに、起業に向けてのフォローが重要です。 

（農林水産部・施策 253） 

・ 海外誘客については、欧米からの誘客を図るため、フランスやアメリカ合衆国の現地旅行会社等を訪

問し、三重県の魅力をＰＲするとともに、イギリス、ドイツ、カナダ、フランス、イタリアからのメ

ディアや旅行会社のファムトリップを受け入れ、現地での記事掲載や旅行商品の造成を図りました。

アジアについても、台湾・タイの旅行会社へのセールス、台湾・マレーシアの旅行博への出展、台湾・

香港・タイ・マレーシア等のメディアや旅行会社の県内ファムトリップの受入等により、現地での報

道や旅行商品の造成に取り組みました。また、ゴルフツーリズムについては、タイのパタヤにある東

海岸ゴルフコース協会（ＥＧＡ）のゴルフツアー訪問団を受け入れるなど、ゴルフをテーマに海外富

裕層の県内への誘致を進めました。また、富裕層誘致については、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）と連

携し、11月に志摩市で県内観光事業者等を対象とした海外富裕層誘致セミナーを開催するとともに、

２月には、海外の富裕層向け旅行会社やメディアを対象としたファムトリップの実施や商談会（ＩＬ

ＴＭ Japan 2017）への参加を通じて、情報発信や旅行商品の造成に取り組みました。伊勢志摩サミ

ット開催による知名度向上という好機を逃すことなく、重点国・地域に加え、Ｇ７を中心とする欧米

や海外富裕層をターゲットとした旅行会社・メディア招請、旅行博等への出展等プロモーション強化

を図りつつ、情報発信や旅行商品造成の働きかけ等に取り組むことが必要です。また、ゴルフツアー

誘致を通じて交流人口の拡大や本県の国際的知名度向上を図るため、ゴルフツーリズムのさらなる推

進を図る必要があります。                     （雇用経済部・施策 332） 
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伊勢志摩国立公園を世界水準のナショナルパークに 

していくため、伊勢志摩地域の地元活動団体や企業、 

市町等と連携しながらステップアッププログラムの 

着実な実行に努め、国内外からの集客・交流の拡大 

につなげます。 

 

 

                      （農林水産部・施策 153） 

・ 三重を自然体験の聖地としていくため、「三重まるごと自然体験ネットワーク」の連携をさらに強化

し、自然を生かしたプログラムの開発、人材の育成、周遊ルートの態勢整備、魅力的なイベントの開

催、企業と連携した自然体験の魅力発信などに取り組みます。また、農家レストランや農林漁業体験

民宿など地域資源を活用したビジネスの取組拡大と集客力向上に向け、起業者養成講座等による人材

育成や継続的な情報発信に取り組むとともに、様々な主体との連携を図り農山漁村観光をプロデュー

スする組織・人材を育成します。                  （農林水産部・施策 253） 

・ 伊勢志摩サミット開催により本県の知名度が飛躍的に向上し、三重県への注目度が高まっている機会

を逃すことなく、重点国・地域に加え、Ｇ７を中心とした欧米諸国及びアジアも含めた富裕層、ゴル

フ客の誘致に向けて、市町、関係機関・団体と連携し、国の方向性も注視しながら積極的に海外誘客

プロモーション等を展開します。また、増加傾向にある個人の外国人旅行者に対する情報発信の充実

を図るとともに、近隣自治体との連携による広域の取組も推進していきます。 

（雇用経済部・施策 332） 

・ 安定的に開催地域に大きな経済波及効果を生み出す国際会議等ＭＩＣＥ誘致を促進するため、セール

ス体制を強化するとともに、誘致促進のための補助金などのツールを生かした誘致に取り組み、国際

会議等本県インバウンドの新たな市場として確立します。       （雇用経済部・施策 332） 

・ 三重県版バリアフリー観光が浸透するよう、パーソナルバリアフリー基準による調査やアドバイスを

実施し、県内におけるバリアフリー観光の受入環境の充実を図ることで、障がい者や高齢者、外国人

でも安心して訪問できる魅力ある観光地づくりを推進します。     （雇用経済部・施策 332） 
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